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Ⅰ は じ め に

科学技術基本計画の第 2 期が終わりを迎える

2005 年度, 科学技術の研究成果の経済的効果へ

の期待はますます高まり, その担い手である研究

者・技術者の業績向上にも関心が寄せられている｡

業績向上にはモラールを高める処遇についての検

討が必要である｡ 研究者・技術者の評価・処遇は

流動性とともに着目されながら現状をとらえるた

めの情報が少ない｡ たとえば研究者の就業状況で

いえば約 6 割が産業界で従事しており (総務省統

計局 2004), 大学・公的研究機関よりも企業組織

内で就労する研究者・技術者のほうが多いが, 彼

らの処遇は不明な点が多い｡ そこで本稿では企業

内研究者・技術者を加えた科学技術系研究者・技

術者と他の専門職・国内外の研究者・技術者, 製

造業での非専門職とを比較し, 日本の研究者・技

術者の処遇について検討する｡

Ⅱ 社会の中の専門職

第三次産業が拡大して久しくサービス業従事者

は増加の一途をたどるが (1950～2000 年比 4.7 倍
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本稿は日本の科学技術系研究者・技術者の処遇を他の専門職, 国内外の研究者・技術者,

製造業での非専門職と比較し, 彼らの相対的位置づけについて検討するものである｡ 先行

研究の中で特徴的であったのは給与が職位に規定されている欧米諸国では若年層でも管理

職を目指す研究者・技術者が多いのに対して, 給与が年齢に規定されている日本では研究

の継続を希望する者が多いことであった｡ 技術職に対する低位意識から工学部卒であって

も技術職を避ける傾向にある英国では, 技術職である限り給与が低レベルに留まるため,

管理職を希望する若年層が多い｡ 米国でも若年層の給与は日本よりも高いが, 昇給幅が小

さいため 40 歳になると日本の研究者・技術者よりも給与が低くなることから管理職への

移行を望む者が多い｡ また欧米では博士学位取得者が研究者・技術者以外の職業に就くこ

とが珍しくないが, 日本の場合, 製造業に対する偏見は少なく, 製造系大企業への就業は

社会的に高く評価され, 工学修士の多くが製造業に勤める (就業しつつ博士号を取得する

者も多い)｡ 製造業では研究者・技術者の給与体系は非専門職と同様に年齢に規定される

部分が大きく, 研究職から管理職への移行による昇給は年齢の影響より小さい｡ 日本の研

究者・技術者の処遇は他職と同様年功賃金制下にあり, このシステムは職位への動機づけ

を下げると同時に, 社内の他職との差異を少なくする平準化システムとしても機能してい

た｡ 現在, 優秀な研究者・技術者への評価システムが見直されているが, 当該国の社会的

環境を踏まえた上での議論が重要である｡

特集●プロフェッショナルの処遇

科学技術系研究者・技術者の
処遇と社会的相対性

藤本 昌代
(同志社大学助教授)



増) , 専門的職業従事者はさらに増加傾向

(1950～2000 年比 5.4 倍増) を示しており (総務省

統計局 2003), 今後も増え続けると予想されてい

る (リクルートワークス研究所 2005)｡ プロフェッ

ション論では医師・弁護士・聖職者は伝統的専門

職として地位が確立され, 自立的な職業人として

扱われてきた｡ しかし現代のように高度な専門的

サービスが求められる社会ではこれらの専門職の

多くは組織に雇用され, 自由に組織間を移動する

という姿は見られない｡ これまで専門職は所属組

織への帰属意識が低いコスモポリタンととらえら

れてきたが, 日本の場合, 医師1)・弁護士2)などの

確立された専門職であってもコスモポリタン的な

移動は一般的とはいえず, 同業者間の規範にもと

づく低流動性の中にある｡ Ⅱでは科学技術系研究

者・技術者を取り巻く社会環境について他の専門

職との経済的報酬の比較, ｢科学｣ と ｢技術｣ に

対する価値意識という二つの点から概観する｡

1 他の専門職との経済的報酬の比較

自然科学系研究者の推定年収 (平均年齢 36 歳)

は約 650 万円であり (厚生労働省 2003), 勤務医

(平均年齢 42 歳) の約 1270 万円との格差は約２倍

と大きい (年齢階級 (40～44 歳)をそろえると男性

の場合, 医師は約 1450 万円, 自然科学研究者は約

850 万円と格差の比率はやや小さくなる)｡ では他の

専門的職業と言われる職種の給与はいかなるもの

であろうか｡ 表 1 に示す各職種 40～44 歳の平均

年収比較から科学技術系研究者・技術者の位置づ

けを検討する3)｡ 勤務医・航空機操縦士・大学教

授・記者などが 1000 万円を超えているのに対し

て, 自然科学系研究者・システムエンジニアはそ

の 7 割程度に留まっている｡ 産業界の研究者・技

術者約 46 万人のうち約 9 割が製造業であり (総

務省統計局 2004), この給与を同じ企業内の他職

と比較すると彼らの給与は決して低くない｡ 企業

内研究者は他の専門職との比較ではなく, 企業内

の他職との相対性で給与水準が決められているの

である｡

2 ｢科学｣ と ｢技術｣ に対する価値意識

科学と技術に対する価値意識は研究分野におけ

る基礎科学系研究と応用科学系研究 (開発・製造

技術など) への研究者の価値意識ともいえるもの

で, 学界での研究論文に対する評価にもつながる｡

たとえば工学の世界では物理学に近いような観念

的な研究が高く評価され, ノイズ除去など製品に

かかわる重要な技術であるが応用科学系研究であ

るものは高く評価されにくい｡ 現代では応用科学

系研究による技術から発見が可能になる基礎科学

系研究や応用科学系研究から基礎科学系研究に逆

流する分野, バイオなど基礎科学系研究がすぐに

事業化につながるような分野もあり, 必ずしも基

礎科学系研究が学術的で応用科学系研究が経済目

的といえない分野もある｡ しかし応用科学系研究

を行う者と一線を画す意識をもつ基礎科学系研究

者は少なくない｡ 日本は明治期に世界が学問的階

層意識から科学と技術の位置づけに苦慮している

間に, 西欧文化として科学も技術も同時に融合さ

せてきた｡ しかし英国など欧州の基礎科学系研究

重視国の負の文化的遺産は, 後進国並みに工業比

率の高い日本において, 今もなお基礎科学系研究

重視の思潮を残存させている (藤本 2005)｡

Ⅲ 研究者・技術者の評価・処遇の国際
比較

Ⅲでは先行研究の中から研究者・技術者の評価・
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表 1 職業別給与表 (年齢階級 40～44 歳)

職業 推定年収(万円) 職業 推定年収(万円)

勤務医 1,449 高等学校教員 819

航空機操縦士 1,394 システムエンジニア 770

大学教授 1,044 薬剤師 678

記者 1,036 一級建築士 674

自然科学系研究者 852 看護師 515

出所： 厚生労働省 ｢平成 15 年度賃金構造基本統計調査｣ より給与×12＋賞与で算出｡



処遇について分析されたもの, 日本との国際比較

を行っているものを取り上げ, 現代の研究者・技

術者の処遇について検討する｡

1 1960 年代米国の研究者の指向

ペルツおよびアンドリュースは所属組織のミッ

ション・博士学位の有無により研究者の指向と業

績に違いが見られることを発見し, 属性・研究者

のライフステージなどの観点から研究機関運営に

多くの示唆を与えている (Pelz and Andrews

1966)｡ たとえば政府系研究所・大学の研究者は

研究機会には動機づけられるが, 組織内の昇進に

は関心を示さない｡ 反対に企業研究所勤務や学位

を持たない研究者は組織内の昇進に動機づけられ

ることが示されている｡ ただし, この研究では科

学指向の研究者であっても研究成果に対する報酬

を期待すると回答していることから, 個人への経

済的報酬に対する関心は研究者・技術者の指向に

かかわらず高いことが示されている｡ また彼らは

若手研究者の英知の欠如と柔軟性, 古参研究者の

英知と柔軟性の少なさ, 専門経歴中期の研究者の

英知と柔軟性のバランスに着目した研究所経営を

提唱している｡ ことに研究経歴初期の最初の 10

年間にいかに報いるかということがその後の本人

の研究業績の展開に大きく影響すると述べている｡

また指導者は中期の研究者には専門領域を途絶え

させずに他の領域へ導き, 幅広い理解をもって現

象の複雑性をとらえられるような環境づくりが重

要であるとしている｡

2 1980 年代後半の日米英の技術者のキャリア・

処遇

1988 年に技術者のキャリア・処遇に関する国

際共同研究 (日・米・英・独) がなされている

(生産性上級技術者問題研究委員会 1990a, 1990b,

1990c)｡ 本節では基礎科学系研究重視型の英国と

日本の科学技術に大きな影響を与えている米国と

の比較から, この当時の日本の状態を示す｡ 本調

査は電機・電子・通信系の大手企業日英各 3 社・

米 4 社, 化学系大手企業日米英各 3 社に勤務する

基礎研究と開発研究に従事する技術者を対象にし

たものである｡

社会的環境の違いとして英国は基礎科学系指向

が強く, 理学者に比べて工学者が少なく, 工学者

は人口比率換算すると日本の 2 分の 1 である｡ 英

国では技術者の社会的評価が低く, 工学部への進

学率は低い｡ さらに工学部であっても非製造業へ

の就職を望む者が多く, 技術者を選択しても他職

への転職を行う者が少なくない｡ 米国の場合人口

1 万人に対する技術者比率は日本とほぼ同じであ

る｡ この頃の米国では自然科学系の大学院進学率

が上昇し, 科学技術分野への女性の進学率も高まっ

ている｡ 日本は研究者の 8 割以上が製造業で従事

しており, 給与レベルは研究と開発の間に大きな

開きはない｡ 日本の研究者が世代にかかわらず職

人的に研究への専念指向をもつのに対して, 米英

の技術者は若年層でも管理職になることを望んで

いる｡ 日本では年功序列で職位・給与が規定され

がちなのに対して, 英国では給与は職位に規定さ

れており, 年齢の上昇が直接的に昇給につながら

ないため管理職を望む者が多い｡ 英国の場合, 製

造業技術者に対する社会的評価・処遇の低さゆえ

に彼らが研究・開発の現場より管理職に魅力を感

じる社会的環境がある｡ それに対して日本では大

企業の製造業は社会的評価も高く, 給与体系は年

功賃金制による年齢格差が大きい｡ 英国の技術者

が給与の上昇を望んでいるのに対して給与が年齢

に規定される日本では昇進と研究の自由度を望む

傾向がある｡

技術者の評価システムは英国が日本より, 日本

が米国より潜在能力や努力を評価に含め, 米国は

研究成果を重視する傾向にある｡ 米国では英国と

異なり理学系より工学系のほうが給与が高く, 特

に電機・電子工学, コンピュータ系は上位にある｡

米国も日本と同様に加齢とともに給与は高くなる

が, 若年技術者の給与が日本の 1.7 倍であるのに

対して 41 歳以上は 0.85 倍になることから, 年齢

格差は日本より小さいといえよう｡ 本人への報酬

が給与として個人の収入という形で現れる米国に

対して, 日本は研究費, 権限, 仕事の内容と業務

にかかわる厚遇という形で現れている｡ 研究者・

技術者からの改善希望では米国が現状維持を希望

するのに対して, 日本は個人への経済的報酬や自

己能力の向上機会を希望している｡ またプロジェ

論 文 科学技術系研究者・技術者の処遇と社会的相対性
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クトリーダーの選考評価基準の中で日米共通して

いるのは当該研究の能力・経験, テーマの企画力

という専門性に関する項目や他部門との調整能力

などであるが, それ以外では日本が年齢を重視す

るのに対し, 米国では研究者からの信頼を重視す

る傾向にある｡

3 1999,2000 年の日米英の研究者・技術者の指向

先の調査の約 10 年後に研究者・技術者の指向

に関する国際 (日・米・英・独・仏) 比較研究が

行われている (社会工学研究所 2000, 未来工学研

究所 2001, 石田英夫編 2002)｡ 対象者は国立研究

機関 (以後, 国研と呼ぶ) と民間研究機関の研究

機関代表者および研究者・技術者である｡ 本調査

のうち日米英比較を抜粋して検討する｡

米英の研究者・技術者は高学歴者が多く 8 割以

上が博士号を取得しているのに対し, 日本では国

研が 7 割, 民間で 4 割と少ない｡ 日本の企業研究

者の場合, 修士卒で就職し, 就業しながら博士号

を取得する場合が多い｡ これは企業が専門分野に

特化された博士学位取得者を嫌う傾向があり, 近

年増えつつある博士学位取得新卒者で２割程度の

採用, ポスドク (学位取得後, 任期つき非正規雇用

の研究ポスト) 経験者に至ってはほとんど採用さ

れないため, 修士で就職する者が多いのである｡

自社の多様なプロジェクトに柔軟に対応する研究

人材を求めている企業では, 専門分野以外の研究

を望まない研究者へのニーズは低い｡ そして日本

は特許数では米英を凌駕し, 事業化への研究は優

位であるが, 論文では米英のほうがはるかに優位

な立場にあり, 学界で評価される研究は世界に後

れをとっている｡ 日本の場合, 学界と産業界の価

値意識の違いから, 学術研究の事業化へのリンケー

ジが少ないことも問題視されている｡

個人評価については, 米英は日本に比べて評価

結果のフィードバックが非常によく行われており,

その点については本調査の結果では日本の国研は

最も後れていた｡ 米英に比べて日本の研究者の要

望で高かった項目は集団的研究に対する各研究者

の貢献度を正当に評価されたいというものであっ

た｡ 評価については短期的評価に偏重せず長期的

評価も含む洗練されたシステムを望む声が多い｡

報酬については業績の高い研究者・技術者ほど

研究成果に対する見返りを求める傾向にあり, 給

与で反映できない公務員方式の所では研究費配分

や研究の自由拡大などで対応されることが要求さ

れている｡ 報酬の日米英比較では日本は年齢の影

響が米英より強く, 米国は日英より業績の影響が

強い傾向にある｡

また研究者・技術者のキャリアパスは, 研究職・

技術職から管理職へ移行するのが一般的であるが,

専門職制度などデュアルラダーといわれるような

事務職とは異なる技術者用の職業階梯をもつ企業

も多い｡ しかし, 欧米が年齢にとらわれず研究能

力重視であるのに対して年齢限界規範 (自然科学

系研究者・技術者のピークは 35 歳と考えられている)

が根強い日本では, 専門職制度は実質的に有効に

機能しているとはいえないと報告されていた (筆

者が調査を行った 1995 年・2001 年調査でも同様の傾

向であった)｡

Ⅳ 研究者・技術者の評価・処遇の国内
比較

これまで研究者の指向を中心に検討を進めてき

たが, Ⅳでは研究者・技術者を評価する立場にあ

る研究機関人事担当者から見た彼らの処遇を示す｡

以下では 2001 年に筆者が行った大手企業 5 社

(通信系・外資系コンピュータ関連・国産コンピュー

タ系 2 社・重電系) の基礎研究所への調査結果か

ら抜粋したものを示す｡ 5 社の評価・処遇体系は

主に二つのタイプに分類される｡

1 研究成果重視型企業の研究者・技術者の評価・

処遇

通信系企業・外資系コンピュータ関連企業では

研究者・技術者の評価は研究業績 (論文・特許数・

学会賞などの外部からの評価) が重視されている｡

通信系企業では論文数(IF・引用回数なども考慮4))・

特許の数 (論文ほど重視されない), 目標評価 (難

易度×達成度) など 10 以上の項目から評価を行う｡

定量的評価が約 7 割程度を占め, 残りの 3 割が上

司 (1～3 次評価者) による定性的な評価 (部下の

潜在能力やプロジェクト推進力など) から検討され
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る｡ 給与水準は表 1 の自然科学系研究者の 2 倍程

度である (1985 年に民営化し, 民間の製造業との平

準化が図られたこの企業は, 国内でトップクラスの

研究所を保有し, 研究設備・研究費が非常に潤沢で

ある)｡ これは研究者・技術者の給与だけが高い

のではなく, 上位職候補で採用された事務職も高

給が与えられており, 研究職と事務職は類似給与

体系下にある (大学院卒の研究者・技術者は学歴の

分だけ給与体系のスタート地点が大学卒より上から

始まる)｡ 論文は引用されることが多い高名な学

術誌への掲載や引用回数が多いものを執筆した場

合, それを点数化して評価に加える｡ 特許は奨励

されているものの, 強制的ではないため研究者に

はあまり評価に直結するものとして認識されてい

ないのが現状である｡ 海外留学への機会も基礎研

究所の若手研究者 (35 歳くらいまで) のうち半数

近くに与えられており, 教育の機会, 研究の自由

度, 研究の予算, 給与などへの研究者の満足度は

高い｡

留学については帰国後の早期退職に対する費用

返却などの制限を設けずとも, 退職する者は非常

に少数である｡

またキャリアパスとしては一部の研究者・技術

者が研究所長・グループ子会社社長・大学教員と

なるが, 研究所員の多くは応用研究所・事業所に

配置される (大学に転出した研究者・技術者は共同

研究や研究人材の供給ということで企業とのネット

ワークは続く)｡ 研究者・技術者は企業のプレステー

ジ・給与・地域性・事業所配置と大学の地位・給

与・研究環境を比較し社内異動か転職かを選択す

る｡ ｢非常に整った研究環境であるため, 他の研

究機関への移籍は労働条件の低下につながる｣ と

いう認識から移動しない研究者・技術者が多い

(藤本 2004)｡

2 事業化優先型企業の研究者・技術者の評価・処

遇

｢成果主義｣ で一世を風靡した国産コンピュー

タ系企業では, 事業部と共同研究をすることで自

分の研究への手応えを感じる研究者も多く, 中央

研究所に残れる研究レベルであっても自ら事業部

を志望する者もいる｡ 企業である認識が研究者・

技術者に浸透しており, 彼らは製品化を意識した

研究を行うことが評価を受けると承知している｡

しかし企業と退職者との共同研究などのネットワー

クは形成されない｡

重電系企業では 2002 年時点では明確な評価軸

は特に用いず, 本人の自己申告・上司の相対的評

価で個々の研究者を評価し, 論文に関する IF や

引用回数は直接的な評価に用いられない｡ 社内異

動により研究所ではなく事業所配置になった研究

者・技術者が大学へ転出するケースが多い｡ また

給与が低下しても学界で高く評価される基礎科学

系研究所に転出する者もある｡

もう一つのコンピュータ系企業では研究者は比

較的フラットに配置されている｡ 研究管理者は研

究者のゴールではなく, 比較的若い時期から管理

職候補者が選抜され, 研究をしながら管理すると

いうプレイング・マネージャーはさせない｡ 事業

の方針に合わない分野の研究者は大学・他企業・

国立試験研究所などに転出する｡ 研究者の評価は

事業化への貢献が重要であり, 学会報告・論文数

は評価として重視しない｡ ｢極端な話でいえば論

文を 1 本も書かなくてもいいから事業につながる

研究をしてもらいたい｣ と人事担当者はいう｡

3 高技術レベル計測・分析機器企業の研究者の評

価・処遇

ここではすべての職種を管理する人事担当役員

の立場から見た研究者・技術者の評価・処遇につ

いてまとめる｡ 高技術レベルで定評のあるこの計

測・分析機器企業では, 基盤研究を行う研究者た

ちを特別扱いしない｡ 採用時も研究職という採用

枠はなく, 給与体系においても職務レベルによっ

て給与の違いは設けているが, 技術系・営業系・

管理系などの職種別の体系はとらずに大括りにし

て, 特に優遇する職種をつくらないという方針を

とっている｡ 彼らに対する社会的報酬と経済的報

酬を兼ねているのが, 職務レベルの上昇であり,

職位と異なるシステムが存在する｡ 社員は困難な

仕事を任されることで能力が認められたと感じ,

困難な職務にはそれに見合った給与が与えられる

システムになっている｡ 個人評価は賞与や個人的

な承認を重視し, 給与が下がるような厳密な職務
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給体系や昇給査定におけるマイナス制度はとって

いない｡ 細かな評価を行い有能な者にわずかな給

与上の手当をつけるだけで多くの社員がその差へ

の不信感をもちモラールを下げてしまうことから,

評価と処遇は組織全体のバランスの中で行う必要

があると, 人事担当役員は昇給査定の細分化の弊

害を指摘する｡ ただし, 基盤研究を行っている者

の勤務時間には裁量が与えられている｡ また研究

者にはプロジェクトの区切りにアングラ研究 (直

接, 事業化に関係しない個人的な研究) を公認する

制度があり, 研究の自由と研究費を与えて報いる

というシステムをとっている｡ 組織構成員全体の

バランスを崩さず, 本人には報いられたことがわ

かる評価方式は 100 年以上組織を継続させてきた

企業ならではの経験知として重視されている｡

4 企業内他職との比較

国際比較では英国より給与が高く, 米国より給

与が低い日本の研究者・技術者の処遇が示された｡

国内比較では大手通信系企業や中堅の計測器メー

カーのように他職との相対的な差異の少なさも窺

えた｡ そこで本節では 1997 年の家電業界のトッ

プ企業への調査データを用いて研究者・技術者と

事務職との処遇とそれに対する満足度について述

べる｡ 当時この企業では, 職位・給与体系は学歴・

年齢を入社時の職位区分・給与区分のスタート点

に反映させる方式をとっており, たとえば製造職

(高校卒) と研究職 (大学院卒) では職位に数段階

の差があり, 年収では 200 万円程度の差がある｡

ここでは学歴・性差・年齢の影響を最小限にす

るために男性・大卒以上・30 歳代の管理職以外

の事務職・研究職の処遇比較を行う｡ 年収は事務

職も研究職も主に 500 万円以上 800 万円未満に分

布しており, 職種による大きな差異は見られない｡

この給与体系に対して事務職・研究職の満足度は

｢上司からの評価｣ ｢職場での地位｣ ｢昇進の可能

性｣ ｢給与の水準｣ ｢職務満足｣ ｢人事評価の公平

性｣ ｢自身の賃金評価の公平性｣ について有意な

差は認められず, 大きな不満もなく ｢満足｣ もし

くは ｢どちらともいえない｣ という程度であった｡

製造業の研究者・技術者の給与は, たとえ学位を

取得していても伝統的専門職に比べて低い傾向に

あるが, この企業では他職よりも大きな不満をもっ

ているとはいえない｡

Ⅴ ま と め

1 比較調査から見る日本の傾向

日本の場合, 給与体系は米英に比べて年齢に規

定される傾向が強く, 多くの研究者・技術者が給

与に対する改善を求めていた｡ 米国が研究業績中

心評価であるのに対して, 日本は潜在能力・努力

など定性的な評価部分が多い｡ また米英の研究者・

技術者が若年層でも管理職を望むのに対して, 日

本の研究者・技術者は管理職というリーダーの立

場を回避して専門的業務に従事し続けることを望

む者が多い｡ 日本の場合, 職位に給与が付与され

るシステムではなく加齢とともに給与が上昇する

ため, 上位職への動機づけが弱く (上位職の職務

手当も安い)｡ むしろ研究費の増大・研究の自由

度といった組織の管理からの解放を望む傾向にあ

る｡

企業研究所比較では, 研究所規模が大きく, 基

礎科学系研究が中心である通信系企業や外資系企

業では研究業績が評価上重視され, それ以外の企

業では事業化への貢献が重視されている｡ 研究時

間の裁量・留学・海外学会への参加など研究環境

はよいと認知されている企業が多い｡ 企業内の研

究者・技術者の給与は他職との相対的な関係性が

重視され, 博士学位を取得していても伝統的専門

職ほど高くない (工学博士の多さも影響していると

考えられる)｡

2 処遇に対する満足度と転職志望との相関

これまで検討してきた処遇に対する満足・不満

足は研究者・技術者の転職志望に影響を及ぼすの

であろうか｡ 次に筆者が 2000 年に行った家電系

の中堅企業への意識調査データから研究者・技術

者の意識を示す｡ この企業では上司の評価・職位・

昇進の機会・給与の満足度と転職志望項目は負の

相関がある (r＝－.190～－.225)｡ 処遇に不満が

ある者と転職志望の相関は予測された結果である｡
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しかし転職志望をもっていても実際には転職行動

を起こす者は少なく, この企業では転職経験のな

い者のほうがある者よりやや転職志望者が多い｡

つまり一度も行動を起こしていない者が, 転職志

望をもっているのである｡ この企業も先の家電系

トップ企業でも勤続年数と年齢の相関は非常に高

く (r＝.900 以上), 長期雇用が色濃く残っていた

時期のデータであるため, 組織への不満が直接転

職につながることは考えにくい｡ 現在でも正規雇

用の研究者・技術者の雇用形態は流動的とは言い

難い｡ したがって転職志望の高さは流動性の実態

を把握する指標ではなく, 組織にどのような態度

をもっているかという指標にとどめねばならない｡

3 研究者・技術者の処遇に見る社会的相対性

少資源国家として加工貿易で経済大国になった

日本にとって科学技術による付加価値創出が安定

的に継続することが重要であった｡ 英国も日本と

同様に加工貿易国であるが, 工学への理解が低く,

科学と産業の連携を担う人材への処遇が十分であ

るとはいえない状況である｡ 日本が少資源国家で

ありながらここまで成長してきた要因の一つは,

科学との価値意識の差が存在するものの英国に比

べて技術に対する社会的承認を高めることに成功

したためである｡ また, 企業が構成員を ｢社員｣

として一体化させてきたことも, 研究者・技術者

が専門職として特別な処遇ではなく ｢社員｣ の中

での相対的な位置づけにあることを受け入れる結

果に結びついているといえよう｡ 年功賃金制度で

は学歴・入職年齢が給与階梯の始点に反映された

後は, 個人の ｢能力｣ 評価と多様な職種の ｢寄与｣

評価のコストを ｢年齢｣ という評価軸で省力化し,

外れ値 (若くして優秀な人と中高年でも低能力な

人, 特に事業化に貢献率の高い職種と低い職種)

は埋もれがちであった｡ このことは能力の線形的

上昇という個人の能力の平均的理解だけでなく,

多様な職種の寄与度の平均的理解といえよう｡ こ

れは企業内での共同作業にかかわる人々の相対的

均衡を保つ上で有効なシステムであった｡ 内部労

働市場で人材を調達してきた日本の組織では, 成

員の給与の相対的差異の顕在化は評価された当事

者のモラールの向上とともに微少でも差を付けら

れた多くの者のモラールの低下という諸刃の剣と

もいえる｡

今日, 米国の研究者・技術者の若年層の厚遇や

欧米の研究者・技術者の流動的な雇用スタイルへ

の関心が高まるなか, 日本の研究者・技術者の処

遇が見直されようとしている｡ 事業化に直接貢献

しない時期でも, ある程度の処遇が保証されてい

るとすると, 留学先の先端性に魅了されながらも

低額の給与のみで後は自ら報酬・研究費を獲得す

る海外の厳しい現実を前に, 日本の企業に戻って

くる若手研究者・技術者たちの選択も理解できる｡

現在, 報賞金制度や特許報酬に関する新しい制度

が導入されており, 優秀な研究者・技術者に報い

る方法が開発されている｡ 近年, 突出した研究成

果を出す研究者・技術者への処遇は裁判などで争

われるケースもあり, 新たな課題となっている｡

他方, いわゆる電産型賃金5)による平等性という

バランスの中で給与体系が組まれてきた日本の製

造業にとって, 研究者・技術者の厚遇が他の成員

のモラールに与える影響は無視できない問題であ

る｡ 先の計測機器メーカーでは職種にかかわらず

優秀な結果を出した者には柔軟に臨時報酬を与え

ている｡ これまで研究者・技術者への経済的報酬

と貢献度の関係性は低かったが, 貢献度の低い時

期の保証もされていた｡ 私たちは企業への貢献と

処遇の関係について考える時期の到来を知るとと

もに, 企業への損失を与えた場合の責任について

も承知しなければならない｡ 製造業重視の日本の

場合, 研究者・技術者の処遇は欧米諸国の制度を

そのまま輸入するのではなく社会的・文化的背景

を踏まえた上での議論が必要である｡

1) 医師の流動性と処遇については, 医師総数のうち勤務医が

約 7 割 (厚生労働省 2002) であることから本稿では勤務医

の事例を示す｡ 勤務医は通常 ｢大学医局｣ と言われる組織統

制機能をもった集団に所属し, 40 代までは, 医局 (講座の

教授) の指示により 2～5 年ごとに病院を移動するのが通例

である｡ 医師集団の中では自己のレベル向上につながる都市

部の病院 (大学附属病院や大手民間病院) の人気が高く, 地

域および高齢者医療の比重が高い病院は敬遠される傾向にあ

る｡ そのため医師確保が困難な病院では高額の給与 (大学附

属病院勤務医の 2～3 倍の給与) で医師を招こうとするが,

それでも勤務希望者が少ない｡ 多くの, 特に若手の勤務医に

とって, ‶報酬" より, ‶修練ができる (指導者がいる)" と

いうことのプライオリティーが高く, 経済的報酬は医師の世

界の価値と反比例するような配分になっている｡ 2004 年度

論 文 科学技術系研究者・技術者の処遇と社会的相対性

日本労働研究雑誌 55



の厚生労働省の賃金構造基本統計調査によれば, 病院が小規

模になるほど給与が高くなる傾向にあり, 上記の内容を裏付

けるものであった (厚生労働省 2004)｡ 高額な報酬でも医師

確保が難渋する病院にとって, 調整役としての大学医局の存

在価値があった｡ 2～3 年辛抱すれば, 意に沿わない病院で

も移動できるという安心感から, 各病院に比較的均等に医師

が配分されてきた経緯がある｡ しかし, 2004 年に始まった

｢臨床研修の必修化｣ により研修医の医局離れが進み, この

均衡が崩れたため, 医師の偏在化が深刻となりつつある｡

2) 弁護士の流動性と処遇については, 近年, 東京に増えつつ

ある 100 名を超える大型事務所を除けば, 登録直後の弁護士

は中小規模事務所に雇用される形態が一般的である｡ 東京で

はＭ＆Ａや知的財産にかかわる企業法務に専門特化した弁護

士が増加傾向にあるが, 現時点では専門分野を特定しない弁

護士の方が多い｡ 給与は東京・大阪など都市圏が高い傾向に

あるが, 東京でも 1500 万円未満が半数以上を占め, 5000 万

円を超える弁護士は 6 %程度である (ダイヤモンド社 2005)｡

医師が都市圏より地域医療従事者のほうが給与面で厚遇され

るのに対して弁護士は都市のほうが地域よりも給与が高い傾

向にある｡ 組織間移動は都市部でもコスモポリタン的に事務

所間を移動する者は ｢腰の据わらない者｣ と受け取られ, そ

の多くは 1～ 2 の事務所勤務の末, 独立するか事務所の共同

経営者となることが多い｡ 法曹界では, より高額の給与を求

めて組織間を移動するより職人的にじっくり問題解決に当た

ることが望まれる規範が存在している｡

3) データの都合上職種と性別による詳細データのうち男性し

か得られない職種がほとんどであるため男性の給与に統一し

ている｡ 反対に看護師は女性の給与しか得られていない｡

4) IF (インパクトファクター) とは引用回数の高い雑誌へ

の掲載が評価得点として扱われる｡ また引用回数も自己の論

文引用回数が評価得点として扱われる｡

5) 電産型賃金とは ｢賃金体系を基準労働賃金と基準外労働賃

金とに分類し, 基準労働賃金の主たる部分を占める 『基準賃

金』 の部分を 『生活保障給』 『能力給』 『勤続給』 の三つによっ

て単純に構成している｡ (中略) 『基準賃金』 (中略) の構成

要素のうち, 『生活保障給』 の部分によって賃金全体 (基準

労働賃金:筆者挿入) の約 80％が得られるようにされている｣

(河西 1999) という賃金体系である｡

本稿で用いたインタビュー・データ

1) 計測機器メーカー 50 歳代 男性 人事担当役員

2) 企業研究所 人事担当者 拙稿 ｢研究者・技術者のキャリ

アパスと志向｣ 『日本型 MOT』 事例 5 例

3) 大手通信系企業研究所出身者 40 歳代 男性 大学教授

4) 医師の事例 40 歳代 男性 大学病院勤務医

5) 弁護士の事例 30 歳代 男性 弁護士事務所勤務 弁護

士

本稿で用いたアンケート・データ

1) 家電系企業 トップ企業 全職種に対する調査 1997 年

実施 (藤本 2005)

2) 家電系企業 中堅企業 事務職・研究職に対する調査

2000 年実施 (藤本 2005)
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ふじもと・まさよ 同志社大学社会学部社会学科助教授｡

最近の主な著書に 『専門職の転職構造 組織準拠性と移動』

(文眞堂, 2005 年)｡ 組織社会学, 産業社会学専攻｡


